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１．はじめに 

近年，大都市圏の都心部では，公共交通機関を利用

する来訪者の割合が増加し，自動車での来訪者の割合

が大きく減少していることから，駐車需要が供給量を

大きく下回っている．そのため，各自治体が条例で附

置を義務付けている附置義務駐車場台数の設置基準自

体が過剰となっている．これに対して，地区特性に対

応した駐車施設の整備基準（地域ルール）を定めて，

附置が義務づけられる駐車場台数を減免する取り組み

が東京都港区など始まっているが，地域ルールによる

附置義務駐車場の減免は，今後新増築される建築物に

適用されるもので，すでに駐車場が設置されている建

築物には適用できない． 

２．本研究での提案 

そこで，本研究では，駐車需要が附置義務駐車場台

数に満たず，利用されていない既存の建築物の駐車場

の一部を，新増築する建築物の附置義務駐車場として

置き換えることで，既存建築物の駐車場を有効活用す

ると同時に，新増築する建築物の附置義務駐車場を減

免する制度を提案し，その実現可能性を検討する．ま

た，単に駐車場台数を適正化するだけではなく，新増

築する建築物の駐車場利用者の移動，さらには地区全

体のモビリティを高めることを考え，この減免措置と

合わせて個人高速輸送システム Personal Rapid Transit

（PRT）を導入することを提案する． 

分析では，新増築される建築物の附置義務駐車場台

数の緩和による建設費の削減額と PRT 導入費用のバラ

ンスや空き駐車場の有効活用について検討を行う．そ

して，附置義務駐車場制度の緩和策を導入した都市を，

ミクロ交通シミュレーション VISSIM（以下，VISSIM）

を用いて再現し，モビリティツールの導入による地域

活性化の可能性を提示する． 

３．再開発地区における附置義務駐車場台数の算出 

 本研究では，東京都港区六本木地区の再開発事業を

想定して検討を行った（図－１）．  

図－１ 再開発地区及び PRT 路線計画図（橙線） 

東京ミッドタウンのデータ[1]に基づき，建設予定の建

築物の延べ床面積を約 600,000m
2 と想定し，その内，業

務用途を 360,000m
2，商業用途（百貨店等）を 60,000m

2，

商業用途（学校等）を 60,000m
2，住宅用途を 120,000m

2

と仮定する．この場合，東京都駐車場条例に基づく駐

車場台数は附置義務台数が 2,040 台，荷捌き用駐車施設

が 108 台となり，2,148 台分の駐車場整備が必要となる． 

大丸有地区における地域ルールを適用した場合，附

置義務台数が 1,640 台，荷捌き用駐車施設が 108 台とな

り，1,748 台分の駐車場整備が必要となる． 

４．附置義務駐車場の減免による建設費の削減効果 

同地区内で大規模な駐車場を持つ六本木ヒルズと東

京ミッドタウンの駐車場の一部を減免の対象として検

討を行った．六本木ヒルズの場合，駐車場の収容台数

は 2,762 台，東京ミッドタウンの場合，1,226 台である

が，ヒアリング結果による平均駐車場稼働率は６割と
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想定されることから，利用台数はそれぞれ 1,658 台，736

台となり，空き台数はそれぞれ 1,104 台，490 台で，合

計で 1,594 台という結果になる． 

本研究で提案する減免措置では，六本木ヒルズ及び

東京ミッドタウンの駐車施設の稼働率を，余裕をみて

約 75%と想定し，合計 1,000 台を再開発地区の附置義務

駐車場として活用することを考える． 

図－２ 附置義務減免のイメージ図 

この場合， 1,000 台分の駐車場の建設が免除される

ので，地下駐車場の建設費を 1台当たり約 2,000 万円[2]

とすると約 200 億円の建設費の削減が可能となる． 

 再開発地区における必要駐車場台数及び駐車場建設

費を，東京都駐車場条例，大丸有地区の地域ルール，

本研究で提案した減免措置，そして大丸有地区の地域

ルールと本研究で提案した減免措置を組み合わせた場

合に基づきそれぞれ推計した（表－１）．その結果，本

研究で提案した減免措置により大幅な駐車場建設費の

削減が可能となることが示された． 

表－１ 必要設置台数及び駐車場建設費の比較表 

 
必要設置

台数（台） 

駐車場建設費 

（億円） 

削減額 

（億円） 

都条例 2,148 430 － 

大丸有減免措置 1,748 350 80 

本研究減免措置 1,148 230 200 

大丸有+本研究

減免措置 
748 150 280 

５．PRT 導入費用のバランスの検討 

導入する PRT は英国・ロンドンのヒースロー空港で

運用されている「ヒースローポッド」をモデルとした．

車両定員は６人で，最高時速 40km/h，車頭時間２秒で

の運行が可能である．PRT 路線の１周の走行時間は約

７分で，28 台の走行車を配置し，運転間隔を 15 秒とし

て，駅には１度に最大３台まで停車ができるものとす

ると，１時間で最大 1,440 人を輸送することが可能なの

で，駐車施設間の移動を十分に確保できるといえる． 

再開発地区と六本木ヒルズ，東京ミッドタウン，及

び国立新美術館を結ぶ PRT の路線距離は約 2.5km とな

り，１ km 当たりの車両や線路，駅，システムを含め

た総工費が約 15 億円[3]なので，建設に掛かる費用は約

38 億円となる．従って，用地買収費の約 20 億円[4]，維

持管理費が約 7,600 万円/年・km
[5]なので，20 年で総費

用が約 96 億円となり，削減額が約 200 億円，あるいは

280 億円であることを考えると，十分実施可能である． 

また，附置義務駐車場の減免措置と PRT を導入した

場合の六本木地区について VISSIM を用いて再現した． 

図－３ 附置義務緩和策導入後の六本木都市モデル 

６．おわりに 

本研究で提案した附置義務駐車場台数の減免措置の

一方策により，附置義務台数の緩和，再開発地区にお

ける駐車場建設費の削減が可能となることが示された．

また，空きスペースが目立つ既存の駐車場を有効に活

用することができると考えられる．更には導入する PRT

を，対象となる駐車場がある施設間だけでなく，近隣

にある公共施設と結ぶことで，回遊性の向上による活

性化が期待されると考えられる． 
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